
様式第１－１
平成　　年　　月　　日　　
　経済産業局長　殿
住　　　所（郵便番号、本社所在地）　　　
氏　　　名（名称及び代表者の氏名）印　　
平成　年度新連携対策補助金（農商工等連携対策支援事業）計画書
（事業化・市場化支援事業）
　新連携対策補助金（農商工等連携対策支援事業）の交付を受けたいので、下記の書類を添えて提出します。
記
１．補助事業計画書（別紙１－１のとおり）
２．経費明細表（別紙２のとおり）
３．株主等一覧表（別紙３のとおり）
４．経営状況表（別紙４のとおり）
５．過去２年間の貸借対照表、損益計算書
６．産業財産権等取得計画書（別紙５のとおり）
７．農商工等連携事業計画に係る認定書（写し）
８．会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット

様式第１－３
平成　　年　　月　　日　　
　経済産業局長　殿
住　　　所（郵便番号、本社所在地）　　　
氏　　　名（名称及び代表者の氏名）印　　
平成　年度新連携対策補助金（農商工等連携対策支援事業）計画書
（連携体構築支援事業（支援機関型））
　新連携対策補助金（農商工等連携対策支援事業）の交付を受けたいので、下記の書類を添えて提出します。
記
１．補助事業計画書（別紙１－３のとおり）
２．経費明細表（別紙２のとおり）
３．過去２年間の貸借対照表、損益計算書
４．農商工等連携支援事業計画に係る認定書（写し）
５．会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット
別紙１－１
補助事業計画書
（事業区分：事業化・市場化支援事業）
	１．補助事業者の概要

	
	名　　称：
代表者名及び役職名：
住　　所：
電話番号：
FAX番号：
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
連絡者名及び役職名：

	
	資本金
出資金
	　　　　　千円
	従業員
	　　　　　人

	
	業種
（形態）
	
	設立年月日
	年　　月　　日

	
	直近３年間分の財務データ（売上高、経常利益、自己資本）

	
	
	売上高（千円）
	経常利益（千円）
	自己資本（千円）

	
	年度
	         
	           
	           

	
	年度
	
	
	

	
	年度
	
	
	

	２．補助金の交付を受けた実績（過去５年間の実績）及び本実施テーマに関わる内容で当該年度の他の補助金への申請（予定を含む）状況


	３．実施テーマ  


	４．具体的事業内容（農商工等連携事業計画のうち、事業化・市場化支援事業として行う具体的事業内容を記載）


	５．当該年度事業実施スケジュール（実施内容及び実施時期を記載）



別紙１－３
補助事業計画書
（事業区分：連携体構築支援事業（支援機関型））
	１．補助事業者の概要

	
	名　　称：
代表者名及び役職名：
住　　所：
電話番号：
FAX番号：
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

設立年月日：

常勤職員数：

常勤役員数：

社員数及び社員のうち中小企業者の数（又は設立時に中小企業者により拠出された財産の額）：

主な事業の概要：

監事や会計士等による会計監査の整備状況：

会計書類の情報公開の状況：
連絡者名及び役職名：

	２．補助金の交付を受けた実績（過去５年間の実績）及び本実施テーマに関わる内容で当該年度の他の補助金への申請（予定を含む）状況


	３．実施テーマ


	４．具体的事業内容（農商工等連携支援事業計画のうち、連携体構築支援事業（支援機関型）として行う具体的事業内容を記載）


	５．当該年度事業実施スケジュール（実施内容及び実施時期を記載）



別紙２
経　費　明　細　表
    ①　経費配分内訳
（単位：円）
	事業
区分
	経費
区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請額
	積算基礎

	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


（注１）「事業区分」とは、事業化・市場化支援事業又は連携体構築支援事業をいう。
（注２）「経費区分」とは、謝金、旅費、事業費、試作・実験費、その他の経費をいう。
（注３）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するに必要な経費をいう。
（注４）「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうちで、補助対象となる経費をいう。
（注５）「補助金交付申請額」とは、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額になる。
（注６）積算基礎は、必要に応じて内容が分かる書面を添付するなど詳細に記入すること。
    ②　資金調達内訳
	区　　　分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	補　　助　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	
	
	

	合　　計　　額
	
	


    ③　補助金相当額の手当方法
	区　　　　　分
	補助金相当額（円）
	資金の調達先

	自　己　資　金
	
	

	借　　入　　金
	
	

	そ　　の　　他
	
	

	
	
	

	合　　計　　額
	
	


　（注）補助金の支払は、原則として補助事業終了後の精算払いとなるため、補助事業実施期間中、補助金相当分の資金を確保する必要がある。
　　④　補助事業の経理担当者の役職名・氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
別紙３
株　主　等　一　覧　表
（平成  　年　  月 　 日現在）
                                        　　　　　　　　   会社名                      

  （株　主　等）
	株　　主　　名
出　資　者　名
	       住            所
	持株数
出資価額
	 比  率
	 備    考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　総株数（総出資価額）：　　　　　　　　　
　（注１）株主、出資者が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金又は出資金（千円）及び従業員数を記入すること。
　（注２）比率は、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入すること。
  （役    員）
	   役職名
	   氏      名
	  　  住          所
	   備  　 考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


　（注）他社の役員又は職員を兼務している場合は、備考欄にその会社名、資本金又は出資金（千円）、従業員数及びその会社での役職名を記入すること。
別紙４
経営状況表
                               　　　　　　　　          会社名                      
                                                    　　（単位：千円）
	期別
項目
	第      期
　　年　　月　　日から
年　　月　　日
	第      期
年　　月　　日から
年　　月　　日

	   売　　上　　高  Ａ
	
	

	   経　常　利　益  Ｂ
	
	

	   総　　資　　本  Ｃ
	
	

	   自　己　資　本  Ｄ
	
	

	   流　動　資　産  Ｅ
	
	

	   流　動　負　債  Ｆ
	
	

	   総資本経常利益率
    Ｂ／Ｃ×１００
	
	

	   売上高経常利益率
    Ｂ／Ａ×１００
	
	

	   自己資本比率
    Ｄ／Ｃ×１００
	
	

	   流動比率
    Ｅ／Ｆ×１００
	
	


（注１）本資料は、過去２期又は３期（決算期間が１年であるときは２期、半年であるときは３期とします。）の財務諸表により作成すること。
（注２）金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記入すること。率は、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入すること。
（注３）貸借対照表、損益計算書を添付すること。
別紙５
産業財産権等取得計画書
	取得予定財産の題名
	

	取得に関する責任者の
団体名・役職名及び氏名
（弁理士の場合は登録番号及び氏名）
	

	取得に要する経費の総額・支払方法及び期日
	　　総額　　　　　　　　　　円
        　年　　月　　日

	取得に要する経費のうち補助対象として希望する金額
	    総額　　　　　　　　　　円

	取得予定財産の概要
	（記入できなければ別紙に）

	取得予定財産と補助事業との密接な関連性に関する説明
	（記入できなければ別紙に）

	出願（取得）済みの場合は出願（登録）番号及び出願（取得）日
	　　出願（登録）番号
    出願（取得）日　　　　年　　月　　日


	「産業財産権等取得計画書」に係る証明
　私は、　　　　（補助事業者名）　　　　　が取得を計画している上記の取得予定財産について、下記の条件を満たす者であることを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　　・補助事業期間内に確実に出願手続が完了する者であること。
　　・取得予定財産と補助事業が密接な関連性を有していること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
　経済産業局長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　弁理士　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　印
                                      登録番号
                                      住　　所
                                      電話番号


（注１）複数の特許権取得を計画する場合は、各項目内で番号を付して区別すること。
（注２）取得に要する経費の内訳が確認できる資料及び内訳金額の根拠となる資料（特許事務所の基準価格表等）を添付すること。
（注３）出願（取得）済みの場合は、当該手続の完了が確認できる資料を添付すること。
（注４）採択され交付申請書を提出するときには、弁理士の証明を受けること。
（注５）Ａ４判サイズ１枚に記入のこと（書ききれない場合は別紙に記入し、証明者による割り印等、別紙５の別紙であることが分かるように記入すること。）。
Ⅳ　記入要領
様式第１－１
平成　　年　　月　　日　　

※提出する年月日を記入します。
　○○経済産業局長　殿
　（沖縄県の場合は、「内閣府沖縄総合事務局長　殿」）

　※補助事業者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局等の名称を記入します。
住　　　所　〒１００－８１１３

　　　　　　東京都千代田区○○○１－３－３　　
氏　　　名　○○○○株式会社　
　　　　　　代表取締役　○○○○　　代表者印

※個人事業主の場合、名称は「個人事業主」と記入します。

※住所は補助事業の主たる事務所の所在地を記入します。その所在地が本社でない場合は、（）付きで本社の住所を記入します。
平成　年度新連携対策補助金（農商工等連携対策支援事業）計画書
（事業化・市場化支援事業）
　新連携対策補助金（農商工等連携対策支援事業）の交付を受けたいので、下記の書類を添えて提出します。
記
１．補助事業計画書（別紙１－１のとおり）
２．経費明細表（別紙２のとおり）
３．株主等一覧表（別紙３のとおり）
４．経営状況表（別紙４のとおり）
５．過去２年間の貸借対照表、損益計算書
６．産業財産権等取得計画書（別紙５のとおり）
７．農商工等連携事業計画に係る認定書（写し）
　※公募期間中に農商工等連携事業計画の認定を行う経済産業局管内の事業者では不要です。ただし、公募開始以前に認定を受けた事業者は提出して下さい。
８．会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット
　※株主等一覧表、経営状況表、過去２年間の貸借対照表、損益計算書については、共同申請者のうち全中小企業者（農林漁業を行う者も含む。）分を添付してください。

　※「産業財産権等取得費」を申請する場合は産業財産権等取得計画書を添付してください。

様式第１－３
平成　　年　　月　　日　　

※提出する年月日を記入します。
　経済産業局長　殿
　（沖縄県の場合は、「内閣府沖縄総合事務局長　殿」）

　※補助事業者の主たる事務所の所在地を管轄する経済産業局等の名称を記入します。
住　　　所　〒１００－８１１３

　　　　　　　　　　東京都千代田区○○○１－３－３　　
氏　　　名　○○○○株式会社　
　　　　　　　　　　代表取締役　○○○○　　代表者印

※個人事業主の場合、名称は「個人事業主」と記入します。

※住所は補助事業の主たる事務所の所在地を記入します。その所在地が本社でない場合は、（）付きで本社の住所を記入します。
平成　年度新連携対策補助金（農商工等連携対策支援事業）計画書
（連携体構築支援事業（支援機関型））
　新連携対策補助金（農商工等連携対策支援事業）の交付を受けたいので、下記の書類を添えて提出します。
記
１．補助事業計画書（別紙１－３のとおり）
２．経費明細表（別紙２のとおり）
３．過去２年間の貸借対照表、損益計算書
４．農商工等連携支援事業計画に係る認定書（写し）
　※公募期間中に農商工等連携支援事業計画の認定を行う経済産業局管内の事業者では不要です。ただし、公募開始以前に認定を受けた事業者は提出して下さい。
５．会社案内等事業概要の確認ができるパンフレット
別紙１－１
補助事業計画書
（事業区分：事業化・市場化支援事業）
	１．補助事業者の概要

	
	名　　称：○○○○株式会社
代表者名及び役職名：代表取締役　○○○○
住　　所：東京都千代田区○○○１－３－３
電話番号：○○－○○○○－○○○○
FAX番号：○○－○○○○－○○○○
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：
連絡者名及び役職名：○○部長　○○○○

	
	資本金
出資金
	１０，０００千円
	従業員
	１００人

	
	業種
（形態）
	食料品製造業
	設立年月日
	昭和○○年４月１日

	
	直近３年間分の財務データ（売上高、経常利益、自己資本）
（注）添付する貸借対照表、損益計算書と数字が整合しているか確認してください。

	
	
	売上高（千円）
	経常利益（千円）
	自己資本（千円）

	
	１７年度
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	
	１８年度
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	
	１９年度
	○○○○
	○○○○
	○○○○

	２．補助金の交付を受けた実績（過去５年間の実績）及び本実施テーマに関わる内容で当該年度の他の補助金への申請（予定を含む）状況
・平成１６年度創造技術研究開発事業　２，０００万円

　 　 研究テーマ：○○○○○○○○○○○○○○○○に関する研究


	３．実施テーマ  
○○○○○○○○を活用した○○○○○○○の構築


	４．具体的事業内容（農商工等連携事業計画のうち、事業化・市場化支援事業として行う具体的事業内容を記載）


	５．当該年度事業実施スケジュール（実施内容及び実施時期を記載）



別紙１－３
補助事業計画書
（事業区分：連携体構築支援事業（支援機関型））
	１．申請者の概要

	
	名　　称：社団法人○○○○
代表者名及び役職名：理事長　○○○○
住　　所：東京都千代田区○○○１－３－３
電話番号：○○－○○○○－○○○○
FAX番号：○○－○○○○－○○○○
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：

設立年月日：昭和○○年４月１日
常勤職員数：２０人
常勤役員数：３人
社員数及び社員のうち中小企業者の数（又は設立時に中小企業者により拠出された財産の額）：
社員数：６０名　うち中小企業者：４５名
主な事業の概要：○○○の調査研究、○○○の開催、○○○の研究委託、○○○技術に関する研修
監事や会計士等による会計監査の整備状況：

会計書類の情報公開の状況：
連絡者名及び役職名：

	２．補助金の交付を受けた実績（過去５年間の実績）及び本実施テーマに関わる内容で当該年度の他の補助金への申請（予定を含む）状況


	３．実施テーマ


	４．具体的事業内容（農商工等連携支援事業計画のうち、連携体構築支援事業（支援機関型）として行う具体的事業内容を記載）


	５．当該年度事業実施スケジュール（実施内容及び実施時期を記載）



別紙２
経　費　明　細　表
    ①　経費配分内訳
（単位：円）
	事業
区分
	経費
区分
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	補助金交付
申請額
	積算基礎

	事業化・市場化支援事業

	謝金
旅費

事業費

試作・実験費
	10,000
144,000

1,157,000

10,710,000
	10,000
137,142
1,101,900

10,199,997
	6,666
91,428

734,600

6,799,998
	別添経費明細参照
別添経費明細参照
別添経費明細参照
別添経費明細参照

	合　　計
	12,021,000
	11,449,039
	7,632,692
	


（注１）「事業区分」とは、事業化・市場化支援事業又は連携体構築支援事業をいう。
（注２）「経費区分」とは、謝金、旅費、事業費、試作・実験費、その他の経費をいう。
（注３）「補助事業に要する経費」とは、当該事業を遂行するに必要な経費をいう。
（注４）「補助対象経費」とは、「補助事業に要する経費」のうちで、補助対象となる経費をいう。
（注５）「補助金交付申請額」とは、「補助対象経費」のうちで補助金の交付を希望する額で、その限度は、「補助対象経費」に補助率を乗じた額になる。
（注６）積算基礎は、必要に応じて内容が分かる書面を添付するなど詳細に記入すること。
    ②　資金調達内訳
	区　　　分
	補助事業に要する経費(円)
	資金の調達先

	自　己　資　金
	2,388,308
	

	借　　入　　金
	2,000,000
	○○銀行○○支店

	補　　助　　金
	7,632,692
	

	そ　　の　　他
	
	

	
	
	

	合　　計　　額
	12,021,000
	


    ③　補助金相当額の手当方法
	区　　　　　分
	補助金相当額（円）
	資金の調達先

	自　己　資　金
	4,632,692
	

	借　　入　　金
	3,000,000
	○○銀行○○支店

	そ　　の　　他
	
	

	
	
	

	合　　計　　額
	7,632,692
	


　（注）補助金の支払は、原則として補助事業終了後の精算払いとなりますので、補助事業実施期間中、補助金相当分の資金を確保する必要があります。
　　④　補助事業の経理担当者の役職名・氏名
　　　　経理部長　　　○○　○○　　　　　
別紙２の添付資料（事業化・市場化支援事業）
[image: image1.wmf]事業化・市場化支援事業

（単位：円）

単位

（円）

（円）

（円）

（円）

謝金（�@）

加工技術の最新情報指導

料





@\10,000/

日×１日

1

回

10,000

10,000

10,000

合　計

10,000

10,000

6,666

名古屋〜東京(往復：ＪＲ新D

幹線指定席利用）

@\24,000/

日×１名

1

24,000

24,000

22,857

連携企業との打ち合わせ

東京〜宇都宮（往復：ＪＲ

普通車指定席利用）

@\10,000/

日×延べ１

２名

12

10,000

120,000

114,285

合　計

144,000

137,142

91,428

連携企業との打合せ・お茶

代（１回あたり20名分）

8

回

4,500

36,000

34,285

打合せ会議室借料

○○公民館

2

回

6,000

12,000

11,428

宅配便発送料（図面送付）

1

回

1,500

1,500

1,428

宅配便発送料（詳細図送

付）

1

回

1,500

1,500

1,428

液晶プロジェクタレンタル

料（機械工業展出展用１日

分）

1

回

10,000

10,000

9,523

消耗品費

試作機に係る図面出力用

紙（１０枚入り１パック）

20

袋

2,500

50,000

47,619

印刷製本

費

連携体企業との打合せ会

議用詳細資料３回分・各２

００ページ

3

回

50,000

150,000

142,857

資料購入

費

技術専門書上下巻

@\50,000

2

冊

50,000

100,000

95,238

ﾏｰｹﾃｨﾝ

ｸﾞ調査費

試作機２種類に関するマー

ケティング調査

2

件

150,000

300,000

285,714

広報費

ポスター作成費（機械工業

展関係企業配布用）

100

枚

300

30,000

28,571

展示会等

出展料

機械工業展出展料

（１コマ分）

@\100,000

1

回

100,000

100,000

95,238

契約締結

費

弁護士依頼費用一式

1

式

200,000

200,000

190,476

産業財産

権等取得

費

特許権出願手続代行費用

（特許出願手数料を除く）

1

式

150,000

150,000

142,857

実験データ整理作業

@\800/時

20

時間

800

16,000

15,238

合　計

1,157,000

1,101,900

734,600

機械装置

等購入費

制御装置（S社CL-25H)

1

台

5,000,000

5,000,000

4,761,904

原材料費

試作成型用アルミ棒

３００φ×１５０mm

1,000

本

750

750,000

714,285

モーターユニット製造

1

台

510,000

510,000

485,714

インバータ製造５タイプ

5

台

250,000

1,250,000

1,190,476

試作費

分流ユニット試作費

1

式

2,100,000

2,100,000

2,000,000

実験費

可塑性試験実験費

（３材質分）

3

件

200,000

600,000

571,428

設計費

試作機設計一式

1

式

500,000

500,000

476,190

合  計

10,710,000

10,199,997

6,799,998

その他の経

費（�D）

上記以外

0

0

合　計

0

0

0

総合計（�@＋�A＋�B＋�C＋�D）

12,021,000

11,449,039

7,632,692

事業費（�B）

製造・改

良・加工

料

備考

補助金

交付申請

詳細

単価

補助事業に

要する経費

補助対象経費

数量

摘要

試作・実験

費（�C）

試作・実

験にかか

る経費

経費区分

内容

専門家謝金

専門家旅費

職員旅費

会議費

旅費（�A）

ﾏｰｹﾃｨﾝ

ｸﾞ調査費

会場借料

通信運搬費

借損料

雑役務費

消耗品費

連携構築

費


（注）補助金に係る消費税等仕入控除税額を減額して申請する場合の記載例

別紙２の添付資料（連携体構築支援事業（支援機関型））
[image: image2.emf]連携体構築支援事業（支援機関型）

（単位：円）

単位

（円） （円） （円） （円）

○○フォーラム実行委員謝金 @\40,000/

日×１日

5 回 40,000 200,000 200,000

○○フォーラム講師謝金 @\50,000/

日×１日

10 回 50,000 500,000 500,000

合　計 700,000 700,000 466,666

塩尻（○○大学）～東京(往

復：ＪＲ在来線・新幹線指

定席利用）

@\15,000/

日×１名

5 15,000 75,000 71,428

新潟～東京（往復：ＪＲ普

通車指定席利用）

@\12,000/

日×１名

10 12,000 120,000 114,285

○○フォーラム実行委員

会および打合せ会議

東京～静岡（往復：ＪＲ普

通車指定席利用）

@\12,000/

日×延べ１

２名

12 10,000 120,000 114,285

合　計 315,000 299,998 199,998

○○フォーラム実行委員

会および一部の打合せ会

議におけるお茶代

8 回 200 1,600 1,523

打合せ会議室借料

○○公民館

2 回 6,000 12,000 11,428

宅配便発送料（規約の発

送）

1 回 1,500 1,500 1,428

宅配便発送料（資料の発

送）

1 回 1,500 1,500 1,428

○○フォーラム開催に係る

各種機材

1 式 10,000 10,000 9,524

消耗品費 各種消耗品 1 式 5,000 5,000 4,762

印刷製本

費

○○フォーラム実行委員

会資料

400 枚 20 8,000 66,666

資料購入

費

○○業界最新動向資料

（上下巻）

@\50,000 2 冊 50,000 100,000 95,238

ポスター作成費（○○

フォーラム）

100 枚 300 30,000 28,571

フォーラムコンサルタント委

託費

1 式 500,000 500,000 476,190

○○業界市場規模調査

＊＊業界市場規模調査

2 件 150,000 300,000 285,714

○○フォーラム受付補助 10 時間 800 8,000 7,619

合　計 977,600 990,091 660,060

その他の経

費（④）

上記以外

合　計 0 0 0

総合計（①＋②＋③＋④） 1,992,600 1,990,089 1,326,724

摘要 数量

単価



補助事業に

要する経費

補助対象経費

補助金

交付申請額

備考

謝金（①） 委員謝金

専門家謝金

経費区分 内容 詳細

旅費（②） 委員旅費

専門家旅費

職員旅費

事業費（③） 会議費

会場借料

通信運搬費

消耗品費

広報費

コンサルタント費

ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ調査費

雑役務費

借損料


（注）補助金に係る消費税等仕入控除税額を減額して申請する場合の記載例

別紙３
株　主　等　一　覧　表
（平成○○年○○月○○日現在）
                                        　　　　　　　　   会社名  ○○○○株式会社
  （株　主　等）
	株　　主　　名
出　資　者　名
	       住            所
	持株数
出資価額
	 比  率
	 備    考

	○○○○
	○○県○○市○○　○－○
	17,700
	  22.1
	資本金49,000千円

従業員9名

	××××
	○○府○○市○○○○○－○
	17,020
	21.2
	

	□□□□
	○○府△△市○○○○－○
	10,530
	13.1
	

	□△△△
	○○都○○区○○○○○－○○
	10,000
	12.5
	○銀ﾍﾞﾝﾁｬｰｷｬﾋﾟﾀﾙ

	○×□△
	○○県○○市△△町○○－○
	5,900
	7.3
	

	△△△△
	○○都○○区○○○○－○○
	5,900
	7.3
	資本金400,000千円

従業員30名

	×○△□
	○○県○○市○○－○
	5,790
	7.2
	

	△□○×
	○○県○○○　○○○○
	5,790
	7.2
	


　　　　　　　　　　　　　総株数（総出資価額）：８０，０００株　　
　（注１）株主、出資者が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金又は出資金（千円）及び従業員数を記入してください。
　（注２）比率は、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入してください。
  （役    員）
	   役職名
	   氏      名
	  　  住          所
	   備  　 考

	代表取締役社長
	○△△△
	○○県○○市○○町○○－○○
	

	代表取締役専務
	×□×□
	○○県○○市○○－○○
	

	常務取締役
	□○○□
	○○府○○市○○○－○
	

	取締役
	××○○
	○○都○○区○○○○－○○
	株式会社△△△
資本金400,000千円

従業員30名

経営企画課長

	監査役
	△△○×
	○○県○○○市○－○
	

	
	
	
	


　（注）他社の役員又は職員を兼務している場合は、備考欄にその会社名、資本金又は出資金（千円）、従業員数及びその会社での役職名を記入してください。
別紙４
経営状況表
                               　　　　　　　　          会社名  ○○○○株式会社    
                                                    　　（単位：千円）
	期別
項目
	第 ○○ 期
　○　年　○　月　○○　日から
○　年　○　月　○○　日
	第  ○○  期
○　年　○　月　○○　日から
○　年　○　月　○○　日

	   売　　上　　高  Ａ
	１,６４０,３８２
	     １,８６１,４１２            

	   経　常　利　益  Ｂ
	          ５４,２１２            
	２２,１４９

	   総　　資　　本  Ｃ
	８６８,７０６
	９１５,７０９

	   自　己　資　本  Ｄ
	２７８,５０７
	２８０,３９６

	   流　動　資　産  Ｅ
	５１９,５３０
	５５８,７４３

	   流　動　負　債  Ｆ
	３９５,９４９
	４２６,８６３

	   総資本経常利益率
    Ｂ／Ｃ×１００
	６.２
	２.４

	   売上高経常利益率
    Ｂ／Ａ×１００
	３.３
	１.２

	   自己資本比率
    Ｄ／Ｃ×１００
	３２.１
	３０.６

	   流動比率
    Ｅ／Ｆ×１００
	１３１.２
	１３０.９


（注１）本資料は、過去２期又は３期（決算期間が１年であるときは２期、半年であるときは３期とします。）の財務諸表により作成してください。
（注２）金額は、百円の位を四捨五入して千円単位で記入してください。率は、小数点第２位を四捨五入して小数点第１位まで記入してください。
（注３）貸借対照表、損益計算書を添付してください。
（注４）現在事業を営んでいない、設立間もない等の理由により上記の貸借対照表等財務諸表作成が困難な場合は、事前に各経済産業局に相談してください。
別紙５
産業財産権等取得計画書
	取得予定財産の題名
	　○○○○における△△の□□□□技術

	取得に関する責任者の
団体名・役職名及び氏名
（弁理士の場合は登録番号及び氏名）
	　　○○特許事務所　　弁理士　○○　○○

　　　　　　　　　　登録番号　○○○○○

	取得に要する経費の総額・支払方法及び期日
	　　総額　２００，０００円
        平成２１年○○月○○日　銀行振込

	取得に要する経費のうち補助対象として希望する金額
	    総額　１４２，８５７円
(取得に要する経費のうち、①出願手数料　②審査請求手数料　③特許料　④拒絶査定に対する審判・訴訟関連経費は除いて記入してください。)

	取得予定財産の概要
	この技術は、従来では○○の環境下において非常に○○効率が低下していた△△の□□□□について、××・○□とを○×させることにより発生する△□効果を用いることにより、□□効率を大幅に改善するためのものである。

	取得予定財産と補助事業との密接な関連性に関する説明
	補助事業の成果である「○○○○の△△△△技術」と共に、当該取得予定技術の製造工程への導入は、○○効率の大幅な向上を可能とし、当該事業の成果の事業化に必要不可欠であることから、上記技術は補助事業との密接な関連性を有するものである。

	出願（取得）済みの場合は出願（登録）番号及び出願（取得）日
	　　出願（登録）番号
    出願（取得）日　　　　年　　月　　日


	「産業財産権等取得計画書」に係る証明
　私は、○○株式会社　代表取締役　○○　○○が取得を計画している上記の取得予定財産について、下記の条件を満たす者であることを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　記
　　・補助事業期間内に確実に出願手続が完了する者であること。
　　・取得予定財産と補助事業が密接な関連性を有していること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２０年○月○○日
　経済産業局長　殿
（沖縄県の場合は、「内閣府沖縄総合事務局長　殿」）

　　　　　　　　　　　　　　　弁理士　氏　　名　　○○　○○　　印
                                      登録番号　　○○○○○
                                      住　　所　　○○県○○市○○　○－○
                                      電話番号


（注１）複数の特許権取得を計画する場合は、各項目内で番号を付して区別してください。
（注２）取得に要する経費の内訳が確認できる資料及び内訳金額の根拠となる資料（特許事務所の基準価格表等）を添付してください。
（注３）出願（取得）済みの場合は、当該手続の完了が確認できる資料を添付してください。
（注４）採択され交付申請書を提出するときには、弁理士の証明を受けてください。
（注５）Ａ４判サイズ１枚に記入してください（書ききれない場合は別紙に記入し、証明者による割り印等、別紙５の別紙であることが分かるように記入してください。）。
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